
 

 

 

 

Ⅳ．日本の検疫所で活用する場合における課題や 

効果的な活用方法に関する評価 
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Ⅳ-1．厚生労働省横浜検疫所視察報告 
 

【調査日時】 2020年 12 月 3日（火）12:50～15:30 

【調査場所】 厚生労働省 横浜検疫所 

【調査者】  埼玉医科大学医学部社会医学教授                亀井 美登里 

埼玉医科大学総合医療センター総合診療内科教授         岡 秀昭 

埼玉医科大学医学部生化学（社会医学兼担）助教         宮崎 利明 

 

【対応者】  横浜検疫所所長                        猿田 克年 

横浜検疫所検疫衛生課課長                   梅田 恭子 

横浜検疫所港湾衛生評価分析官                 新妻 淳 

 

【調査目的】 

各検査法について検疫の現場に導入するにあたりメリット、デメリット、必要な人員体制、費用、効

果的な活用方法等について日本の検疫所での実運用の観点から評価を行うため、実際の水際対策の調査

を実施した。 

 

【内容】 

検疫所の役割 

国際間の人や物の移動の活発化、スピード化に伴い、外国から来航する航空機や船舶の乗客や乗員、

輸入される動物等を介して海外で流行する様々な感染症が国内に侵入するおそれが高まっています。 

また、力口リーベース換算で食料の約 60％を輸入食品に依存している我が国においては、輸入食品の

安全性を確保するために、病原大腸菌のような食中毒菌、食品添加物、残留農薬、放射能汚染、畜水産

物、安全性が来審査の遺伝子組換え食品などに加え、その他の様々な新たな問題についても適切な対応

が求められています。 

検疫所は、これらの諸問題から国民の生命と健康を守るため、検疫法に基づく検疫及び衛生業務、感

染症法に基づく動物の輸入届出審査業務、食品衛生法に基づく輸入食品等の監視及び指導業務などの各

種業務に取り組んでいます。 

 

検疫所の組織 

検疫所は、厚生労働省の施設等機関に属し、現在、全国の主要な海港・空港の 13か所 

（小樽、仙台、成田空港、東京、横浜、新潟、名古屋、大阪、関西空港、神戸、広島、福岡、那覇）に

検疫所本所が設置されているほか、14か所に支所、83か所に出張所が設置されています。 

さらに、高度な検査機器を備えた輸入食品・検疫検査センターが横浜と神戸に設置され、東日本と西

日本における試験検査の中枢施設として輸入食品等や検疫衛生業務に係る検査業務を行っています。検

査はそのほか、6か所（成田空港、東京、名古屋、大阪、関西空港、福岡）の検疫所本所に設置されてい

る検査課でも実施しています。 

 

横浜検疫所の歴史 

横浜検疫所の歴史は極めて古く、明治 12年（1879年）7月にコレラのまん延防止のために神奈川県に

地方検疫局が置かれ、その年の 9月に現在の横須賀市長浦に長浦消毒所が設置されたのが、その始まり

です。日清戦争の際、横須賀軍港の拡張に伴い、明治 28年 

（1895 年）3月 25日に現在の横浜市金沢区長浜に移転し、長濱検疫所と呼称されました。 

明治 32年（1899年）5月から 9月までの短い期間ですが、野口英世が海港検疫医官補として勤務して

いました。 

その後、時代の変遷に伴って、神奈川県検疫部、内務省海港検疫所、神奈川県港務部、横浜税関、逓

信省横浜港務局、運輸省海運局と幾度となく所管が変わりましたが、昭和 22年（1947 年）に旧厚生省の

附属機関となり、現在に至っています。 
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横浜検疫所の組織図（図 1） 

 

図 1 

 

 

検疫及び衛生業務 

検疫業務 

検疫感染症＊を始めとする国民の健康に重大な影響を及ぼす感染症の侵入を防止するため、海外から

来航する船舶及び航空機に対して検疫を行っています。感染症にり患している疑いのある人が乗船又は

搭乗している場合は、診察の上、必要に応じて隔離、停留、消毒等の措置を行います。また、南米や熱

帯アフリ力の黄熱リスク国に渡航するために必要とする方に、黄熱ワクチンの接種を実施し、国際予防

接種証明書（イエローカード）を発行しています。さらに、最新の海外感染症情報を収集し、海外渡航

者や医療機関等に対して情報提供を行うほか、感染症の予防方法や予防接種に関する相談に応じていま

す（図 2）。 
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図 2 海外から来航する船舶に対する検疫 

 

 

＊検疫感染症 

エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱、

新型インフル工ンザ等感染症、チクングニア熱、デング熱、鳥インフル工ンザ（H5N1又は H7N9)、マラ

リア、中東呼吸器症候群（MERS）、ジカウイルス感染症 

 

 

新型コロナウイルス感染症疑い患者発生船舶における検疫対応（図 3） 

I. 初期対応 

船舶代理店から、より横浜直入港船舶において病人が発生しているとの連絡を受けた場合 

① 横浜港における荷役の有無を確認する。 

→荷役がない場合は横浜港での下船はさせない方向で回答する。 

② 着岸場所、着岸日時を確認。寄港地情報、有症者の状態、他のクルーの健康状態について詳細な報

告を求める。 

③ 情報が集まったら、検疫係長、検疫医療専門職、検疫衛生課長、所長の順に報告する。新型コロナ

ウイルス感染症が疑われるか等、検疫対応について所長、検疫衛生課員で協議する。新型コロナが

疑われる場合には着岸（臨船）検疫を実施する。 

④ 新型コロナウイルス感染症が疑われる場合には、船舶代理店を通じて、船長に疑い乗員の隔離と他

の乗員の感染防止対策を指示する。 

 

II. 検疫対応時の連絡・情報提供 

（検疫（着岸又は臨船）を実施することになった場合の連絡・情報提供先は以下のとおり。） 

① 船舶代理店 

② 水先人の乗船があれば水先人 

③ 東京出入国在留管理局 

④ 横浜市港湾局（※長期着岸可能な岸壁について要調整） 

⑤ 海上保安部（※臨船検疫になる場合、錨地利用申請や搬送手段について相談が必要） 

⑥ 次長・総務課長 

⑦ 検疫所業務管理室 

⑧ 横浜検疫所輸入食品・検疫検査センター 微生物部門統括 

⑨ 通船会社 

《以下⑩～⑯は検査結果が陽性であった場合必要となるので、適宜連絡》 
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⑩ 横浜市消防局（※必要時、搬送の協力依頼） 

⑪ 民間救急（※必要時、搬送の協力依頼） 

⑫ 横浜市民病院（満床の場合はほかの契約医療機関） 

⑬ 横浜市（※必要時、情報提供や隔離医療機関について協力依頼） 

⑭ 神奈川県（※必要時、情報提供や隔離医療機関について協力依頼） 

⑮ 税関 

⑯ 動物検疫所 

⑰ 植物防疫所 

⑱ 神奈川県警察本部 

 

III. 検疫手順 

1. 診察から検体採取まで 

① 検疫官は乗船後、準備した PPEを着用する。 

② 有症者の診察（質問票と調査票を使用）、検体採取を行う。 

※別添「新型コロナウイルス感染を疑う患者の検体採取・搬送マニュアル」参照 

③ PPE を脱衣、若しくは交換する。 

④ 残りのクルーの体温及び健康状態を確認し、他に有症者がいればその者の検体採取も行う。 

⑤ 有症者については、医務室又は自室での隔離継続を指示する。 

⑥ 有症者の状態が安定していれば、結果が出るまで船内待機を指示する。 

⑦ 検疫官は検体を持って下船する。 

（有症者が救急搬送を要する状態であれば、検疫官と一緒に下船し医療機関へ搬送できるように、

（3）の③の対応は検査結果判明を待たずに行う。） 

 

2. 検査結果が判明するまでの対応 

① PCR 検査結果待ちの間に「Ⅱ着岸（臨船）検疫についての連絡・情報提供」の不足を補う。 

② もし船が錨泊している場合には着岸場所を調整する。 

③ 船が錨泊している場合、海上保安部の協力による患者搬送となるので情報共有を密に行う。 

④ 結果が判明したら、Ⅱの関係機関に連絡する。 

⑤ 陽性の場合に備えて、隔離する医療機関と搬送車両を検討・準備する。船が錨泊している場合に海

上保安部巡視艇で患者搬送をする場合、巡視艇の出航前に搬送先医療機関が決定し、搬送車両が防

災基地に待機していることが必要となる。 

⑥ 有症陽性者は医療機関への搬送を第一選択とする。医療機関については、横浜市、神奈川県と調整

する。 

 

3. 検査結果が判明した後の対応 

（1）PCR検査結果が陽性の場合 ＊①～⑩の対応後は 4へ 

残りのクルーの検体採取と患者搬送を行う。 

※1 場合によっては、残りの乗員に下船者・有症状者がいないことをもって仮検疫済証を発行す

る（船舶が国内にいる間は健康観察実施、出航後は次港への IHR通報を行う）ことは可能か検疫所

業務管理室に確認 

① 隔離する医療機関と搬送車両を確保する。 

② 船が錨泊している場合、海上保安部に検疫官の船舶までの搬送と有症者の搬送を依頼する。海上保

安部との調整後、検疫官は有症者の搬出と残りのクルーの検体採取に必要な機材等を持ち、海上保

安部巡視艇にて船に向かう。 

③ 港湾局に早急な着岸場所の調整を依頼する。 

④ 代理店とⅡの関係機関に連絡し、情報共有する 

⑤ 検疫官は乗船後、準備した PPE着用する。 

⑥ 有症者に隔離決定通知し、医療機関に搬送となる旨を説明 

⑦ 有症者を待機させて、アウター手袋とガウンを交換後、残りのクルーの検体を採取する。 

⑧ 有症者が歩行可能であれば、DIF フードとガウンを着用させて船外へ搬出する。下船時に DIFフー

ドでは視界が狭く危険であれば、サージカルマスクで代用し、ガウンを着用させて搬送する。歩行
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困難であれば DIF バッグに入れて搬出する。 

⑨ 残りのクルーには船内待機を指示する。 

⑩ 検疫官は検体を持ち、患者と同伴して下船する。 

 

 

(2) PCR 検査結果が陰性の場合  ＊①～②の対応後、検疫終了 

① 代理店とⅡの関係機関に結果を伝達する。 

② （仮）検疫済証を発行する。 

③ 健康フォローアップセンターにフォローアップ対象者名簿を送付する。 

 

4. 残りのクルーの検査結果が判明するまでの対応 

① 船が着岸していなければ、この間に着岸させる（※陽性者の人数によっては操船が不可能となって

しまうため）。※水先人の乗船があれば水先人と調整 

② 陽性のクルーがいた場合に備えて、陽性者の搬送先医療機関を調整する。 

③ 無症状病原体保有者の搬送先は、検疫所業務管理室が手配している療養施設を第一選択とする。調

整は検疫所業務管理室に依頼する。 

 

5. 残りのクルーの検査結果が判明した後の対応 

① 陽性のクルーは医療機関等に搬送、隔離入院とする。 

② 陽性のクルーの居住区等を消毒する。 

③ 仮検疫済証を発行する。 

④ 残りの陰性のクルーは 14日間の待機要請と健康フォローアップとなるので、質問票を回収して健

康カードを渡し、健康フォローアップセンターにフォローアップ対象者名簿を送付する。 

⑤ 船が外国へ出港を希望する場合には出港可。また、陰性のクルーの下船帰国も可。その場合、業務

管理室を通じて IHRに通報する。 

 

図 3 新型コロナウイルス感染症 PCR検査等実施船舶における検疫対応イメージ（案） 
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写真 1 横浜第二港湾合同庁舎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2 横浜港大さん橋国際客船ターミナル入り口付近 
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写真 3 横浜港大さん橋国際客船ターミナル ロータリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4 横浜港大さん橋国際客船ターミナル エントランス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



86 
 

写真 5 横浜港大さん橋国際客船ターミナル 
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Ⅳ-2．厚生労働省東京検疫所東京空港検疫所支所視察報告 
 

【調査日時】 2020年 12 月 3日(火) 16:00～18:00 

【調査場所】 厚生労働省東京検疫所東京空港検疫所支所  

【調査者】  埼玉医科大学医学部社会医学教授                 亀井 美登里 

       埼玉医科大学総合医療センター総合診療内科教授         岡 秀昭 

【対応者】  東京検疫所東京空港検疫所支所長                  寺原 朋裕 

東京検疫所東京空港検疫所医療専門職兼健康局結核感染症課(IDES) 井出 一彦 

 

【内容】 

2019年12月に中国武漢を発端にした新型コロナウイルスの流行は世界的なパンデミックとなっている。 

東京空港検疫所では、国内外の状況に合わせ、対応を柔軟に変えてきた経緯がある。 

視察時点において、全ての乗客から問診票を回収し、流行地域滞在歴や症状を確認。 

その上、レベル 3（入国拒否対象地域）からの滞在者では検疫所にて新型コロナウイルスの検査を行い、

陽性の場合に隔離療養、陰性の場合でも 14日間の待機要請と健康フォローアップ。 

レベル 2（検疫強化地域）からの滞在者では検査は実施せず、14 日間の待機要請という対応となって

いる。 

 

レベル 3には視察時点で、152カ国が指定されているが、最近になってオーストラリア、韓国、シンガ

ポール、タイ、台湾、中国、ニュージーランド、ブルネイ、ベトナムがレベル 2へ変更となっている。 

 

また韓国、ベトナム、シンガポールについてはビジネストラックの適応となり、14 日間の待機要請が

免除されている。 

 

今後も感染状況により、対応が流動的に変化することへの対応、発着便増加の際の対応強化が準備さ

れている。 

 

以上の状況説明の後、入国時検疫場所の見学が行われた。 

 

検疫は現在、第 3ターミナル北サテライトにて行われている。 

レベル 3 の国からの帰国便員乗客乗員は唾液検体を提出し、抗原定量検査により迅速に判定されてい

る。質問表を確認し、検査結果陰性を確認の上で、入国となる。 

 

唾液検体の採取については効率と安全性が考慮されて大量の検体を検査する体制が工夫されていた。

簡易検査室はトイレを改装して設置され、多数の抗原検査定量機器が運用されていた。適宜、必要によ

り鼻咽頭からの検体や、PCR 検査が追加できる体制となっていた。 

検査結果を待つ間、ソーシャルディスタンスが保たれる待機場所が用意されていた。 

迅速抗原定量検査が陽性の場合には速やかに動線を分けて、陽性者を誘導し、検疫所内の陰圧室にて

待機。宿泊療養施設や医療機関への紹介が行われる体制となっていた。 

抗原定量検査陰性が確認された搭乗者の帰宅については公共交通機関を使用しないよう要請がされて

いた。 
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Ⅳ-3.検疫所における新型コロナウイルス（COVID-19）検査簡易キット等に関する 

使用マニュアル素案 
 

1. 検疫所における COVID-19検査簡易キット等の使用の基本的な考え方 

○ 現時点で、核酸検出検査（リアルタイム RT-PCR 等）、抗原検査（定性、定量）が実施されている。

いずれの検査でも病原体が検出された場合、検体採取時点における感染が確定される。ただし、ウ

イルス量が少ない例では検出限界以下（陰性）となることや、同一被験者でも経時的に排出ウイル

ス量が変化するため、適切なタイミングでの採取等が求められる。 

 

2. 国内外の COVID-19抗原・抗体検査の開発状況（表 1、表 2参照） 

○ 現時点で、COVID-19抗原検査は 24品目が開発されていることが分かった。このうち、日本で承認 

されているのは、22品目である。また、COVID-19抗体検査は 9品目開発されていることが分かった 

が、全て未承認である。 

 

表 1 承認済み COVID-19抗原検査（2021 年 5月時点） 
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表 2  COVID-19抗体検査（2021 年 2月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.検疫における COVID-19抗原検査製品の性能 

（1）エスプライン SARS-CoV-2  

○ 国内では最も早く開発され、2020 年 5 月に承認された抗原定性検査簡易キット。検査時間は約

30 分だが、検体は鼻咽頭ぬぐい液で PCR と比べて感度が低下する可能性があるため、確定診断とし

て用いることは推奨されない。PCRと比べて感度が低下する可能性があるため、確定診断として用い

ることは推奨されていない。 

 

(2）ルミパルス SARS-CoV-2 Ag（写真 1、写真 2参照） 

○ 抗原定量検査簡易キットで、化学発光酵素免疫測定法（CLEIA）を原理としている。鼻咽頭ぬぐ

い液だけでなく、医療従事者の曝露リスクが低下する等の有用性がある唾液中の SARS-CoV-2 抗原

を検出できる試薬。本試薬に対応する検査機器（「ルミパルス G600II」及び「ルミパルス G1200」）

により全自動で測定が行われる。検査に要する時間は 30 分程度と短く、1台で 60～120 テスト/時

の検査を行い、迅速に確定診断を行うことが可能。臨床保存検体を用いた臨床性能試験において、ル

ミパルスの測定値と RT-PCR 法から推定されるウイルス量に正の相関 ※1が認められている。 

※１ カットオフ値（pg/mL）（ルミパルス SARS-CoV-2 Ag添付文書参照） 

・唾液：陰性 0.67以下、陽性 4.00以上 

・鼻咽頭ぬぐい液：陰性 1.00以下、陽性 10.00以上 
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写真 1                    写真 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 検疫における COVID-19 簡易検査キットの有用性の科学的評価 

○空港検疫での抗原定性検査である簡易検査キット（エスプライン）の性能に関する臨床評価を行った。 

・空港検疫での有病率（PCR による陽性率）は、0.44％。 

・PCR陽性の場合、速やかに隔離を行い，PCRなどで確認検査を行う。 

・PCR 陰性の場合、発症 7日以内ならば、偽陰性は最大 27.3%と比較的低い。発症 8日以降は、偽陰性

は最大 87.5%と高くなる。無症状の場合は、偽陰性となる可能性が高い。 

・したがって、PCR陰性かつ発症 7日以内の乗客を対象として検査を行うことは有効と考える。 

・しかし、検疫等幅広く検査の実施される場合、感染していても結果が陰性となる場合があることもあ

り、単独ではなく PCR等と併用して判定することが妥当であると考える。 

 

5. 検疫における COVID-19 検査について（表 3参照） 

○ RT-PCR（以下 PCR） は定量法であることから、ウイルス量の比較や推移の評価、コピー数推定可

能などから信頼性が高い。感染から 8 日目（発症から 3 日後）の唾液検体ならば、感度が最も良

い。しかし、簡易検査キットに比べると、判定時間が長く、専門的技術者や検査機器等環境整備が

必要であり、かかる費用も大きい。 

○ 抗原検査には、定性検査と定量検査がある。 

○ 無症状者に対する抗原定性検査は、PCRと比べて感度が低下する可能性があるため、確定診断とし

て用いることは推奨されない。しかし、検疫等幅広く検査の実施される場合、①感染していても結

果が陰性となる場合があることに留意、②結果が陽性で医師が必要と認めれば、PCR等実施するこ

とが求められる。 

○ 抗原定量検査は、専用の測定機器を用いて化学発光酵素免疫測定法等により、ウイルス抗原の量

を定量的に測定することができる。特異度も高く、感度も簡易な核酸検出検査と同レベルである。

無症状者に対する唾液を検体として用いて検査を行うことができ、既に空港検疫等で活用されて

いる。 

○ 抗体検査はウイルスを検出する検査ではなく、一般的に感染歴の指標に使用される。 
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表 3 検疫における COVID-19検査の比較 

 定性抗原検査法（簡易検査キット） 
定量抗原検査法 抗体検査法 PCR法 

検体 鼻咽頭ぬぐい液 
※定量抗原検査の場合、唾液でも可能 

血清・血漿・全血 鼻咽頭ぬぐい液 

判定時間 迅速（10分～30分程度） 迅速（10分～30分程） 数時間 
人員 現状で対応可能 現状で対応可能 専門的技術者必要 
検査手順 簡便 簡便 専門的技術必要 

検査環境 
・簡易検査キットの場合、機器不要 
・定量抗原検査の場合、専用の検査機器必
要 

・簡易検査キット検査の 
場合、検査機器不要 

検査機器必要 

妥当性 

・無症状者や発症10日以降では検査 
前確率が低いため、PCR法との併用等検
討必要。 

・定量抗原検査の感度は、LAMP法 
などの簡易遺伝子検査と同程度。無症状
者でも使用可能。 
 

・十分評価されていない。抗
体陽性は「過去に感染し
た可能性が高いことを意
味する」のみ（感染初期の
判定困難）。 

・現時点で体外診断薬 
として承認された抗体検
査はない。 

・検体の採取部位･種類、感
染（発症）からの経過時間
による評価は異なる。 

・感染から8日目（症状発現
3日後）80％との報告あ
り。 
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6. COVID-19に関する海外の状況（表 4参照） 

○ 海外の情報を収集したところ、2021 年 3 月時点で、主な国は入国に際して事前に PCR 検査を受け

ることを義務付けている。併せて、カナダ、シンガポールは到着時の PCR検査受検も求めている。

事前検査として PCR検査と同様に抗原検査を扱っている国は、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタ

リア、スウェーデン等である。 

 

表 4 COVID-19に関する海外の対応状況（2021年 5月時点） 
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新型コロナウイルス感染症への検疫所の対応

現在の検疫対応
全ての乗客から質問票を回収し、流行地域滞在歴や症状を確認

 レベル3*（入国拒否対象地域）滞在者

検疫所で新型コロナウイルスの検査

→ 陽性： 隔離、療養

→ 陰性： 14日間の待機要請＋健康フォローアップ

 レベル2（検疫強化地域） 滞在者

→ 14日間の待機要請

上記に加え、全ての乗客に対し、 公共交通機関（電車・バス・タクシー・国内線フライト等）を使わないよう要請

*レベル3： 152の国と地域が対象（ 11月10日現在）

症状あり 症状なし

検査

病院隔離 又は
専用施設で療養

指定場所（自宅等）で14日間待機を要請 ※公共交通機関の利用不可

日本人 外国人は原則入国拒否
※特段の事情（日本人の配偶者など）
がある場合のみ入国可であるが、

その場合には検査を受けることが必要。

その他全世界からの入国者

陽性 陰性

新型コロナウイルス感染症に対する水際対策
入管法に基づく入国制限対象地域からの入国者（152カ国）
アジア︓インドネシア、フィリピン、マレーシア、モルディブ 、インド、パキスタン、バングラデシュ 、ネパー
ル、ブータン、
ヨーロッパ︓サンマリノ、アイスランド、アンドラ、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、スイス、
スペイン、スロベニア、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、バチカン、フランス、ベルギー、マルタ、モナコ、リ
ヒテンシュタイン、ルクセンブルグ、アイルランド、スウェーデン、ポルトガル、ギリシャ、スロバキア、チェコ、
ハンガリー、フィンランド、ベラルーシ、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ポーランド、ラトビア、リトアニア、英国、
キプロス、クロアチア、コソボ、ブルガリア、ルーマニア、アルバニア、アルメニア、モルドバ、モンテネグロ、
北マケドニア、セルビア、ウクライナ、ロシア、アゼルバイジャン、カザフスタン 、タジキスタン、キルギス、
ジョージア、ウズベキスタン
中東︓アラブ首長国連邦、イラン、イスラエル、オマーン、カタール、クウェート、サウジアラビア、トル
コ、バーレーン、アフガニスタン 、イラク、レバノン、パレスチナ
アフリカ︓エジプト、コードジボワール、コンゴ民主共和国、ジブチ、モーリシャス、モロッコ、カーボベ
ルデ、ガボン、ギニアビサウ、サントメ・プリンシペ、赤道ギニア、ガーナ、ギニア、南アフリカ 、アルジェリ
ア、エスワティニ、カメルーン、セネガル、中央アフリカ、モーリタニア、ケニア、コモロ、コンゴ共和国、シ
エラレオネ、スーダン、ソマリア、ナミビア、ボツワナ、マダガスカル、リビア、リベリア、エチオピア、ガンビ
ア、ザンビア、ジンバブエ、チュニジア、ナイジェリア、マラウイ、南スーダン、ルワンダ、レソト
北米︓米国、カナダ
中南米︓アンティグア・バーブーダ、エクアドル、セントクリストファー・ネービス、チリ、ドミニカ国、ドミ
ニカ共和国、バルバドス、パナマ、ブラジル、ペルー、ボリビア、バハマ、メキシコ、ウルグアイ、ホンジュ
ラス、コロンビア、エルサルバドル、アルゼンチン 、ガイアナ、キューバ、グアテマラ、グレナダ、セントビン
セント及びグレナディーン諸島、コスタリカ、ジャマイカ、ハイチ、ニカラグア、スリナム、パラグアイ、ベネ
ズエラ、トリニダード・トバゴ、ベリーズ

（健康フォローアップあり） (健康フォローアップなし )

(注) 健康フォ
ローアップと
は、14日間、
LINEアプリ等
を活用し、発
熱状況や体調
の変化等を対
象者に確認す
る仕組み

5

7.COVID-19の水際対策 

○ 2020年 12月時点での空港検疫での対応状況は、図 1の通りである。 

 

図 1 COVID-19に対する水際対策（2020年 12月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8．検疫所での COVID-19抗原検査実施について（図 2参照） 

 ○ 到着した全ての入国客 ※2から質問票を回収し、流行地滞在歴や症状を確認する。 

 ○ レベル 3（入国拒否対象地域）滞在者について、検疫所で抗原検査実施 ※3する。 

  ・陽性者は、隔離、療養 

  ・陰性者は、14 日間の待機要請し、自治体等と連携して健康フォローアップ 

○ レベル 2（検疫強化地域）滞在者について、14日間の待機要請を行う。 

※2 出国前 72時間以内の COVID-19検査陰性証明書が義務付けられている。 

（2021 年 3月 19 日以降） 

※3 ①到着時の健康状態（図 3）も確認し、②唾液検体による抗原定量検査を実施する（図 4）。 

 

図 2 COVID-19への検疫所の対応（2020年 11月 10日時点） 
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「健康カード」及び「質問票」は、日本に到着するまでの機内で記入して頂いています

10

健康カードの右上に検体番号を貼付し本人へ返す
→検査結果が出たら、結果シールをその上に貼付
→入国後１４日間本人保持

質問票は１２月から順次電子化に移行中。
１２月３日：対象便をＡＮＡの午後到着便に拡大。

１．対象乗客はＷｅｂ上で質問に回答
２．ＱＲコード入手
３．空港検疫でＱＲコードを読み込み、検体番号と紐付け
４．検査結果がでたら、ＱＲコードと紐付け

図 3 海外からの入国者の健康状態確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 検体採取手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-1 空港検疫における COVID-19 抗原検査の利活用 

○ 空港検疫では、各空港で空港建物の構造が異なるため、到着した乗客が密にならないよう動線を

確保する工夫が必要。併せて、検査に必要な機器等を設置する場所等検査環境の整備も必要であ

る。 

○ 検疫官をはじめ検疫対応する者は、事前に実施する抗原検査に習熟し、扱いに慣れておくことが

肝要となる。 

○ PCR との併用について、空港検疫独自での対応が難しい場合、衛生研究所や民間検査機関等連携し

て対応することも検討である。 

  

8-2 海港検疫における COVID-19 抗原検査の利活用（図 5参照） 

○ 船内で感染者が判明した場合は、原則、洋上隔離である。 

○ 大型クルーズ船等航空機の乗客と同様に対応する場合は、空港検疫に準じて対応することになる

と考える。 
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図 5 船舶の検疫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9．さいごに 

○ 現時点で日本のワクチン接種率はそれほど高くない。今後、国内外の COVID-19感染状況や検査の

開発等に応じて、随時検疫対応方法等を検討していく必要があると思われる。 
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